認定申請書

	(宛先)　京都市長
	年　　　　　　　　月　　　　　　　　日　　

	申請者の住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)
	申請者の氏名(法人にあっては，名称及び代表者名)

電話　　　―　　　　　　　　


	
京都都市計画(京都国際文化観光都市建設計画)高度地区の計画書

	特定建築主
	住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)

	
	氏名(法人にあっては，名称及び代表者名)

電話　　　―　　　　　　　

	設計者
	住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)

	
	氏名(法人にあっては，名称及び代表者名)
	免許

級建築士　登録第　　　号

	
	建築士事務所名

電話　　　―　　　　　
	登録

級建築士事務所　　　　　

知事登録第　　　　　号

	敷地の位置
	地名及び地番
	京都市　　区

	
	高度地区
	　　　メートル第　　　　種高度地区
	景観規制
	□景観地区(　　　　　　　　　　　　　)

□建造物修景地区(　　　　　　　　　　)

□風致地区(　　　　　　　　　　　　　)

□その他(　　　　　　　　　　　　　　)

	
	用途地域
	　
	
	

	
	防火地域
	□防火地域

□準防火地域

□指定なし
	
	

	
	その他の地域又は地区
	　

	
	指定建ぺい率
	パーセント
	指定容積率
	パーセント

	建築物の計画の概要
	主要用途
	　
	工事種別
	□新築　□増築　□改築　□その他(　　)

	
	階数
	地上　　　　階　地下　　　　　　階
	構造
	　

	
	建築物の高さ
	メートル
	塔屋等を含む高さ
	メートル

	
	敷地面積
	平方メートル
	　
	　

	
	建ぺい率
	パーセント
	容積率
	パーセント

	
	　
	計画部分
	既存部分
	合計

	
	建築面積
	平方メートル
	平方メートル
	平方メートル

	
	延べ面積

(容積率対象外)
	平方メートル

(　　　　　　　平方メートル)
	平方メートル

(　　　　　　　平方メートル)
	平方メートル

(　　　　　　　平方メートル)

	備考
	　


注1　該当する□には，レ印を記入してください。

　2　「指定建ぺい率」とは敷地に建築可能な建築面積の敷地面積に対する割合を，「指定容積率」とは敷地に建築可能な延べ面積の敷地面積に対する割合をいいます。

　3　「塔屋等」とは，階段室，昇降機塔，装飾塔，物見塔，屋窓その他これらに類する建築物の屋上部分をいいます。

　4　「建ぺい率」とは建築物の建築面積の敷地面積に対する割合を，「容積率」とは建築物の延べ面積の敷地面積に対する割合をいいます。

　5　延べ面積の欄の(　)内には，建築基準法第52条第3項及び第6項並びに建築基準法施行令第2条第1項第4号ただし書の規定により延べ面積に算入されない部分の床面積の合計を記入してください。

□（制限の緩和）６・７・８


□（適用除外）２第⑸号ア・イ





の規定により申請します。








